
広陵町告示第 号

広陵町アピアランスケア支援事業助成金交付要綱を次のように定

める。

令和 年 月 日

広陵町長 山 村 吉 由

広陵町アピアランスケア支援事業助成金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、がんになっても、これまでどおり安心して暮

らし続けられる社会を構築するため、がん患者の治療と就労の両

立、療養生活の質の向上を図り、がんの治療に伴う外見の悩みに

対して支援することを目的として、医療用ウィッグ及び乳房補整

具（以下「補整具等」という。）の購入費用に対し、広陵町アピ

アランスケア支援事業助成金（以下「助成金」という。）を予算

の範囲内において交付するものとし、広陵町補助金交付規則（平

成１３年６月広陵町規則第３号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。



(1) 医療用ウィッグ 抗がん剤治療等の副作用による脱毛に対応

するために着用する全頭用ウィッグ（装着のためのネットを含

む。）をいう。

(2) 乳房補整具 がん治療に伴い乳房を切除した場合において、

その変化を補うために使用する補整パッド又は人工乳房及びこ

れらを固定する下着をいう。

（助成対象者）

第３条 助成金の交付の対象となる者（以下「助成対象者」とい

う。）は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。

(1) 第５条の申請をする日において、住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）の規定により本町の住民基本台帳に記録され

ていること。

(2) がんと診断され、その治療を受けた、又は現に受けているこ

と。

(3) がん治療に伴い脱毛し、又は手術により乳房を切除している

こと。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

助成金の交付の対象としない。

(1) 町税等の滞納がある者

(2) 補整具等の購入に関し、他の法令等に基づく助成等を受けた

者

(3) 暴力団（広陵町暴力団排除条例（平成２３年１２月広陵町条

例第８号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）、暴力団

員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。）、暴力団員等

（同条第３号に規定する暴力団員等をいう。）と社会的に非難

されるべき関係を有する者



（助成金の額等）

第４条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」と

いう。）は、補整具等の購入に要した費用（交通費等を除き、消

費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定による消費税及び地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税を

含む。）とする。ただし、補整具等の購入に対する寄附金等を受

け、又は受けようとするときは、助成対象経費から当該寄附金等

の額を差し引くものとする。

２ 助成金の額は、補整具等１種類（乳房補整具については、１回

の手術による乳房の切除に伴い購入したものをそれぞれ１種類と

みなす。次項において同じ。）につき、助成対象者一人当たり２

万円又は助成対象経費の２分の１の額（その額に１００円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額）のいずれか低い額

とする。

３ 助成金の交付を受けることができる回数は、補整具等１種類に

つき、助成対象者一人当たり１回とする。

（助成金の交付申請等）

第５条 助成金の交付を受けようとする者（助成対象者が未成年者

であるときは、その法定代理人。以下「申請者」という。）は、

補整具等を購入した日の属する年度の末日までに、広陵町アピア

ランスケア支援事業助成金交付申請書兼請求書（第１号様式）に

次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

(1) 申請者の本人確認書類

(2) がん治療に関する説明書、医師の診断書、治療方針計画書等

（がん治療を受けた、又は現に受けていること及び抗がん剤使

用等の治療が分かる書類、外科的治療による乳房摘出手術及び

その部位を証明する書類等をいう。）



(3) 補整具等の購入に係る領収書及びその明細書（助成対象者名、

購入日、購入金額、購入品目及び領収書発行者の名称の記載が

あるものをいう。）

(4) その他町長が必要と認める書類

（助成金の交付）

第６条 町長は、前条の規定による申請があった場合において、そ

の内容を審査し、適当と認めるときは、広陵町アピアランスケア

支援事業助成金交付決定通知書（第２号様式）により、適当でな

いと認めるときは、広陵町アピアランスケア支援事業助成金不交

付決定通知書（第３号様式）により、申請者に対し、通知するも

のとする。

２ 町長は、助成金の交付を決定したときは、申請者が指定する金

融機関の口座に振り込むものとする。

（助成金の返還等）

第７条 町長は、偽りその他不正の手段により助成金の交付を受け

た者に対して、前条第１項の規定による交付決定を取り消し、及

び既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を命ずることが

できる。

（受給権の譲渡又は担保の禁止）

第８条 助成金の交付を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供し

てはならない。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な

事項は、町長が定める。

附 則

この要綱は、告示の日から施行し、令和５年４月１日以後の補整

具等の購入について適用する。


